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(57)【要約】
　ＬＥＤ（３）は偏光方向が異なる複数の直線偏光成分
を含む光を出射する。細長柱状の導波路部材（４）はＬ
ＥＤ（３）からの光を一端から入射し、表面プラズモン
共鳴現象を発生させる金属薄膜（４Ｂ）が一部に形成さ
れた側面（４Ａａ，４Ａｂ）で全反射させた後、他端か
ら出射する。偏光板（６）は導波路部材（４）から出射
された光における特定の方向の直線偏光成分を抽出する
。選択部（７）は偏光板（６）で抽出される光の直線偏
光成分の偏光方向を選択する。受光部（８）は偏光板（
６）で抽出された光の直線偏光成分の強度を検出する。
測定部（１０）は、受光部（８）で検出された光強度に
基づいて、試料（１２）の屈折率を測定する。導波路部
材（４）には入射した光に含まれる複数の直線偏光成分
のいずれかがＰ偏光となり、Ｐ偏光に対する応答がそれ
ぞれ異なる平面状の複数の側面（４Ａａ，４Ａｂ）が形
成されている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　偏光方向が異なる複数の直線偏光成分を含む光を出射する投光部と、
　前記投光部からの光を一端から入射し、表面プラズモン共鳴現象を発生させる金属薄膜
が一部に形成された側面で全反射させた後、他端から出射する細長柱状の導波路部と、
　前記導波路部から出射された光における特定の方向の直線偏光成分を抽出する偏光フィ
ルタ部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出される光の直線偏光成分の偏光方向を選択する選択部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出された光の直線偏光成分の強度を検出する光強度検出部と、
　前記光強度検出部で検出された光強度に基づいて、試料の屈折率を測定する測定部と、
　を備え、
　前記導波路部には、
　入射した光に含まれる複数の直線偏光成分のいずれかがＰ偏光となり、Ｐ偏光に対する
応答がそれぞれ異なる平面状の複数の側面が形成されている、
　屈折率測定装置。
【請求項２】
　前記導波路部は、
　前記複数の側面として、金属薄膜が形成された第１の側面と、金属薄膜が形成されてい
ない第２の側面を有しており、
　前記測定部は、
　前記第１の側面に対応するＰ偏光を前記選択部で選択したときに前記光強度検出部で検
出された第１の光強度と、前記第２の側面に対応するＰ偏光を前記選択部で選択したとき
に前記光強度検出部で検出された第２の光強度とに基づいて、試料の屈折率を測定する、
　請求項１に記載の屈折率測定装置。
【請求項３】
　前記導波路部の前記複数の側面それぞれに形成された金属薄膜は、
　側面毎に金属の種類又は膜厚が異なり、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
する、
　請求項１に記載の屈折率測定装置。
【請求項４】
　前記導波路部では、
　前記金属薄膜が形成された長手方向に関する位置が側面毎に異なり、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
するとともに、試料の位置情報を検出する、
　請求項１に記載の屈折率測定装置。
【請求項５】
　前記導波路部では、
　面積がそれぞれ異なる複数の金属薄膜が、長手方向に沿って形成されており、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
するとともに、試料の位置情報を検出する、
　請求項１に記載の屈折率測定装置。
【請求項６】
　細長柱状で、入射した光に含まれる複数の直線偏光成分のいずれかがＰ偏光となり、Ｐ
偏光に対する応答がそれぞれ異なる平面状の複数の側面が設けられている導波路部材の一
端から、偏光方向が異なる複数の直線偏光成分を含む投光部からの光を入射して、前記複
数の側面で全反射させた後、前記導波路部材の他端から出射し、
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　前記導波路部から出射された光における特定の方向の直線偏光成分を選択的に抽出しつ
つ、選択的に抽出された光の直線偏光成分の強度を検出し、
　検出された光強度に基づいて、試料の屈折率を測定する、
　屈折率測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、屈折率測定装置及び屈折率測定方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　表面プラズモン共鳴（ＳＰＲ）現象とは、金属表面に存在する自由電子と光が相互作用
を起こし、金属と接触している媒体の屈折率に応じて光の一部が吸収される現象である。
このＳＰＲ現象を利用して、石英ガラス棒（光ファイバのコア）の側面に数十ｎｍの厚さ
の金属薄膜を形成し、光ファイバの一端から入射し他端から出射した光の強度を測定する
ことで、金属薄膜と接触している試料の屈折率を測定する（例えば、特許文献１乃至４参
照）。
【０００３】
　特許文献１乃至４に開示された屈折率測定装置によれば、駆動機構を用いて入射角度を
変化させて反射強度の変化を観測することなく、光ファイバのコアに入射され出射された
光の強度を測定するだけで、試料の屈折率を測定することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第３９９１０７２号公報
【特許文献２】特許第５０１３４２９号公報
【特許文献３】特開２００７－１４７５８５号公報
【特許文献４】特開２００５－４９１８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、金属薄膜が形成された光ファイバのコアに光を入射して屈折率を測定す
る光ファイバ型の測定装置では、光源における光強度の揺らぎや、光ファイバの側面から
の光の漏れによる屈折率の測定精度の低下が懸念される。
【０００６】
　また、このような屈折率測定装置では、一般に、金属薄膜として用いられる金属の種類
や光の波長によって、測定可能な屈折率の範囲に制限がある。
【０００７】
　さらに、試料が移動したり屈折率が変化する位置が変動したりするような場合には、屈
折率を測定するのに加え、それらの位置情報を検出したいという要求もある。
【０００８】
　本発明は、上記実情に鑑みてなされたものであり、試料の屈折率の測定精度を向上する
とともに測定範囲を広げることができるうえ、試料等の位置情報を検出することができる
屈折率測定装置及び屈折率測定方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、本発明の第１の観点に係る屈折率測定装置は、
　偏光方向が異なる複数の直線偏光成分を含む光を出射する投光部と、
　前記投光部からの光を一端から入射し、表面プラズモン共鳴現象を発生させる金属薄膜
が一部に形成された側面で全反射させた後、他端から出射する細長柱状の導波路部と、
　前記導波路部から出射された光における特定の方向の直線偏光成分を抽出する偏光フィ
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ルタ部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出される光の直線偏光成分の偏光方向を選択する選択部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出された光の直線偏光成分の強度を検出する光強度検出部と、
　前記光強度検出部で検出された光強度に基づいて、試料の屈折率を測定する測定部と、
　を備え、
　前記導波路部には、
　入射した光に含まれる複数の直線偏光成分のいずれかがＰ偏光となり、Ｐ偏光に対する
応答がそれぞれ異なる平面状の複数の側面が形成されている。
【００１０】
　この場合、前記導波路部は、
　前記複数の側面として、金属薄膜が形成された第１の側面と、金属薄膜が形成されてい
ない第２の側面を有しており、
　前記測定部は、
　前記第１の側面に対応するＰ偏光を前記選択部で選択したときに前記光強度検出部で検
出された第１の光強度と、前記第２の側面に対応するＰ偏光を前記選択部で選択したとき
に前記光強度検出部で検出された第２の光強度とに基づいて、試料の屈折率を測定する、
　こととしてもよい。
【００１１】
　前記導波路部の前記複数の側面それぞれに形成された金属薄膜は、
　側面毎に金属の種類又は膜厚が異なり、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
する、
　こととしてもよい。
【００１２】
　前記導波路部では、
　前記金属薄膜が形成された長手方向に関する位置が側面毎に異なり、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
するとともに、試料の位置情報を検出する、
　こととしてもよい。
【００１３】
　前記導波路部では、
　面積がそれぞれ異なる複数の金属薄膜が、長手方向に沿って形成されており、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
するとともに、試料の位置情報を検出する、　
　こととしてもよい。
【００１４】
　また、本発明の第２の観点に係る屈折率測定方法は、
　細長柱状で、入射した光に含まれる複数の直線偏光成分のいずれかがＰ偏光となり、Ｐ
偏光に対する応答がそれぞれ異なる平面状の複数の側面が設けられている導波路部材の一
端から、偏光方向が異なる複数の直線偏光成分を含む投光部からの光を入射して、前記複
数の側面で全反射させた後、前記導波路部材の他端から出射し、
　前記導波路部から出射された光における特定の方向の直線偏光成分を選択的に抽出しつ
つ、選択的に抽出された光の直線偏光成分の強度を検出し、
　検出された光強度に基づいて、試料の屈折率を測定する。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、１本の導波路部だけで、表面プラズモン共鳴現象の発生に関連する状
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態がそれぞれ異なる側面で反射した光に基づく複数の測定結果を選択的に得ることができ
る。複数の測定結果には、側面の状態によって、外乱成分だけのものを含めたり、測定可
能な屈折率の範囲が異なるものを含めたり、試料等の位置情報を検出可能な情報を含めた
りすることができる。したがって、複数の側面各々での測定結果を組み合わせれば、試料
の屈折率の測定精度を向上するとともに測定範囲を広げることができるうえ、試料等の位
置情報を検出することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の実施の形態１に係る屈折率測定装置の全体構成を示す模式図である。
【図２】導波路部材の斜視図である。
【図３】屈折率の測定の動作の流れを示すフローチャートである。
【図４Ａ】金属薄膜が形成された側面に対するＰ偏光の向きを示す図である。
【図４Ｂ】導波路部材の側面で光が反射する様子を示す図である。
【図４Ｃ】Ｐ偏光を測定する場合の偏光板の向きを示す図である。
【図５Ａ】金属薄膜が形成された側面に対するＳ偏光の向きを示す図である。
【図５Ｂ】導波路部材の側面で光が反射する様子を示す図である。
【図５Ｃ】Ｓ偏光の光強度の受光結果を測定する場合の偏光板の向きを示す図である。
【図６Ａ】Ｐ偏光の規格化透過光強度と試料の屈折率との関係を示すグラフである。
【図６Ｂ】Ｓ偏光の規格化透過光強度と試料の屈折率との関係を示すグラフである。
【図７】図６ＡのＰ偏光の規格化透過光強度を図６ＢのＳ偏光の規格化透過光強度で除算
した規格化透過光強度と試料の屈折率との関係を示すグラフである。
【図８】本発明の実施の形態２に係る屈折率測定装置の導波路部の構成を示す斜視図であ
る。
【図９Ａ】金属（金）薄膜が形成された側面に対するＰ偏光の向きを示す図である。
【図９Ｂ】金属（金）薄膜が形成された側面で光が反射する様子を示す図である。
【図９Ｃ】金属（金）薄膜が形成された側面に対するＰ偏光を測定する場合の偏光板の向
きを示す図である。
【図１０Ａ】金属（アルミニウム）薄膜が形成された側面に対するＰ偏光の向きを示す図
である。
【図１０Ｂ】金属（アルミニウム）薄膜が形成された側面で光が反射する様子を示す図で
ある。
【図１０Ｃ】金属（アルミニウム）薄膜が形成された側面に対するＰ偏光を測定する場合
の偏光板の向きを示す図である。
【図１１Ａ】金薄膜で反射したＰ偏光の規格化透過光強度と試料の屈折率との関係を示す
グラフである。
【図１１Ｂ】アルミニウム薄膜で反射したＰ偏光の規格化透過光強度と試料の屈折率との
関係を示すグラフである。
【図１２】本発明の実施の形態３に係る屈折率測定装置の導波路部の構成を示す斜視図で
ある。
【図１３Ａ】屈折率測定装置で測定可能な４つの状態を示す図（その１）である。
【図１３Ｂ】屈折率測定装置で測定可能な４つの状態を示す図（その２）である。
【図１３Ｃ】屈折率測定装置で測定可能な４つの状態を示す図（その３）である。
【図１３Ｄ】屈折率測定装置で測定可能な４つの状態を示す図（その４）である。
【図１４】屈折率測定装置で測定可能な４つの状態での測定結果（光強度の応答）を示す
グラフである。
【図１５】本発明の実施の形態４に係る屈折率測定装置の導波路部の構成を示す斜視図で
ある。
【図１６Ａ】屈折率測定装置で測定可能な４つの状態を示す図（その１）である。
【図１６Ｂ】屈折率測定装置で測定可能な４つの状態を示す図（その２）である。
【図１６Ｃ】屈折率測定装置で測定可能な４つの状態を示す図（その３）である。
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【図１６Ｄ】屈折率測定装置で測定可能な４つの状態を示す図（その４）である。
【図１７】本発明の実施の形態２に係る屈折率測定装置において同種で膜厚が異なる金属
（銀）薄膜を用いた場合の規格化透過光強度と試料の屈折率との関係を示すグラフである
。
【図１８】本発明の実施の形態３に係る屈折率測定装置において濃度０～３０％のエタノ
ール水溶液をパイプラインに流したときの応答の変化を示すグラフである。
【図１９】エタノール水溶液の濃度が２０％から３０％に変化したときの応答の変化を示
すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
【００１８】
実施の形態１．
　まず、本発明の実施の形態１について説明する。
【００１９】
　図１に示すように、本実施の形態に係る屈折率測定装置１は、電源２と、投光部として
の発光ダイオード（ＬＥＤ；Light Emitting Diode）３と、導波路部材４と、レンズ５と
、偏光フィルタ部としての偏光板６と、選択部７と、光強度検出部としての受光部８と、
受光回路９と、測定部１０とを備える。
【００２０】
　電源２は、ＬＥＤ３に電流を供給する直流安定化電源である。ＬＥＤ３は、電源２から
供給された電流により光を出射する。この光は、表面プラズモン共鳴現象を発生させるこ
とが可能な波長帯域の光であり、偏光方向が異なる直線偏光成分を含んでいる。
【００２１】
　導波路部材４は、光軸ＡＸの方向（ｙ軸方向）に細長い柱状の導光部材である。ＬＥＤ
３は、導波路部材４の光軸ＡＸ上に配置されている。導波路部材４は、ＬＥＤ３からの光
を一端（－ｙ側の端部）から入射する。入射した光は、表面プラズモン共鳴現象を発生さ
せる金属薄膜４Ｂが一部に形成された側面で全反射しながら導波路部材４内を＋ｙ方向に
進む。最終的には、導波路部材４は、＋ｙ側の他端から光を出射する。
【００２２】
　レンズ５は、屈折光学系であり、導波路部材４の光軸ＡＸ上に配置されている。レンズ
５は、導波路部材４から出射された光を集光して、偏光板６に入射させる。偏光板６は、
導波路部材４の光軸ＡＸ上に配置されており、導波路部材４から出射された光における特
定の方向の直線偏光成分を抽出する。選択部７は、駆動機構を用いて偏光板６を光軸ＡＸ
回りで回転駆動することにより、偏光板６で抽出される光の直線偏光成分の偏光方向を選
択する。選択部７は手動で操作されるものであってもよいし、自動で操作されるものであ
ってもよい。
【００２３】
　受光部８は、導波路部材４の光軸ＡＸ上に配置されている。受光部８は、偏光板６を通
過した光を受光し、偏光板６で抽出された光の直線偏光成分の光強度を検出する。受光部
８は、この光強度に対応する電流を発生させる。受光部８で発生した電流は、コンデンサ
９Ａ及び抵抗９Ｂより成る受光回路９により電圧に変換されて測定部１０に入力される。
【００２４】
　パイプライン１１は、導波路部材４の周囲に配置されている。パイプライン１１には、
試料１２を含む液体（溶媒）が流れている。屈折率測定装置１は、この液体に含まれる試
料１２の屈折率を測定する。測定部１０は、受光部８で検出された光強度に対応する電圧
値に基づいて、金属薄膜４Ｂに接触した試料１２の屈折率を測定する。
【００２５】
　導波路部材４についてより詳細に説明する。図２に示すように、導波路部材４は、光軸
ＡＸの方向（ｙ軸方向）に延びる細長い矩形柱状のガラス棒４Ａを中心に構成されている
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。ガラス棒４Ａの屈折率は高いのが望ましいが、例えば１．４５８である。ガラス棒４Ａ
の＋ｚ側の側面が、側面４Ａａ（第１の側面）であり、＋ｘ側の側面が、側面４Ａｂ（第
２の側面）である。側面４Ａａには、真空蒸着法等を用いて、金属薄膜４Ｂが形成されて
いる。
【００２６】
　このように、本実施の形態では、側面４Ａａでは、金属薄膜４Ｂが形成されており、側
面４Ａｂでは、金属薄膜４Ｂが形成されていない。すなわち、導波路部材４は、周方向で
、表面プラズモン共鳴現象の発生状態が異なるように形成されている。言い換えると、導
波路部材４には、入射した光に含まれる複数の直線偏光成分のいずれかがＰ偏光となり、
Ｐ偏光に対する応答がそれぞれ異なる平面状の複数の側面４Ａａ，４Ａｂが設けられてい
る。
【００２７】
　本実施の形態に係る屈折率の測定の動作の流れについて説明する。図３に示すように、
まず、屈折率測定装置１は、偏光方向が異なる複数の直線偏光成分を含むＬＥＤ３からの
光を、導波路部材４の一端に入射し、表面プラズモン共鳴現象を発生させる金属薄膜４Ｂ
が一部に形成された側面で全反射させた後、導波路部材４の他端から出射する（ステップ
Ｓ１）。続いて、屈折率測定装置１は、選択部７により偏光板６を駆動して、導波路部材
４から出射された光における特定の方向の直線偏光成分を選択的に抽出しつつ、偏光板６
で抽出された光の直線偏光成分の強度を検出する（ステップＳ２）。さらに、屈折率測定
装置１は、受光部８で検出された光強度に基づいて、試料１２の屈折率を測定する（ステ
ップＳ３）。
【００２８】
　ステップＳ２における直線偏光成分の選択について説明する。図４Ａに示すように、導
波路部材４に入射した光のうち、金属薄膜４Ｂが形成された側面４Ａａの光の入射面に平
行な直線偏光成分は、その側面４Ａａに対してＰ偏光となる。図４Ｂに示すように、Ｐ偏
光は、特定の入射角度で金属薄膜４Ｂに入射すると、表面プラズモン共鳴が発生し、反射
光の強度が低下し、最終的に導波路部材４の他端から出射される光強度が低下する。この
直線偏光成分の光を受光部８で受光するには、図４Ｃに示すように選択部７が偏光板６の
向きをｚ軸方向とすればよい。
【００２９】
　また、図５Ａに示すように、導波路部材４に入射した光のうち、金属薄膜４Ｂが形成さ
れた側面４Ａａの入射面に直交する直線偏光成分は、その側面４Ａａに対してＳ偏光とな
る。Ｓ偏光は、特定の入射角度で金属薄膜４Ｂに入射しても、表面プラズモン共鳴現象が
発生せず、反射光の強度が低下しない。したがって、導波路部材４の他端から出射される
Ｓ偏光は、表面プラズモン共鳴現象では低下しない。図５Ｂに示すように、Ｓ偏光は、ガ
ラス棒４Ａの側面４Ａｂでも全反射しつつ、ガラス棒４Ａ内を＋ｙ方向に進んで、導波路
部材４の他端から出射される。この成分の光を受光部８で受光するには、図５Ｃに示すよ
うに選択部７が偏光板６の向きをｘ軸方向とすればよい。
【００３０】
　図６Ａには、Ｐ偏光の規格化透過光強度と屈折率との関係が示されている。図６Ａに示
すように、Ｐ偏光の光強度は、試料１２の屈折率に対して感度が大きく、大幅に変化する
。ここでは、Ｐ偏光の光強度（規格化透過光強度）の応答曲線は、屈折率約１．３８０に
最小値を有する曲線となった。
【００３１】
　また、図６ＢにはＳ偏光の規格化透過光強度と屈折率との関係が示されている。図６Ｂ
に示すように、Ｓ偏光の光強度は、試料１２の屈折率が大きくなるにつれて次第に低下し
ている。光強度の低下は、ガラス棒４Ａと試料１２との屈折率差に起因する光の漏れが原
因であり、試料１２の屈折率が大きくなるにつれて、ガラス棒４Ａの側面４Ａｂ等からの
光の漏れが大きくなっていることを示している。この光の漏れは、試料１２の屈折率の検
出精度の低下の要因の１つとなる。
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【００３２】
　そこで、測定部１０は、ガラス棒４Ａの側面４Ａａの入射面に平行な直線偏光成分（Ｐ
偏光）を選択部７で選択したときに受光部８で検出された光強度（図６Ａ参照）と、ガラ
ス棒４Ａの側面４Ａｂの入射面に直交する直線偏光成分（Ｓ偏光）を選択部７で選択した
ときに受光部８で検出された光強度（図６Ｂ参照）とに基づいて、試料１２の屈折率を測
定する。より具体的には、測定部１０は、Ｐ偏光の規格化透過光強度を、Ｓ偏光の規格化
透過光強度で除算し、その除算結果に基づいて、試料１２の屈折率を求める。図７には、
このような除算により求められた規格化透過光強度の屈折率特性が示されている。
【００３３】
　上述のように、本実施の形態に係る細長状の導波路部材４を用いた屈折率測定装置１は
、金属薄膜４Ｂが形成された平板状の側面４Ａａと、金属薄膜４Ｂが形成されていない側
面４Ａｂとを有している。そして、測定部１０は、金属薄膜４Ｂが形成された側面４Ａａ
のＰ偏光の光強度からＳ偏光の光強度を除算して、透過光強度を補正して、試料１２の屈
折率を測定する。これにより、ガラス棒４Ａの側面４Ａｂ等からの光の漏れの影響や、Ｌ
ＥＤ３から出射される光強度の揺らぎの影響を低減して、試料１２の屈折率をより正確に
測定することができる。
【００３４】
　なお、導波路部材４について、ガラス棒４Ａとしては、例えば一辺が５ｍｍの正方形の
断面を有するものを用いることができる。また、ガラス棒４Ａの長さを１５０ｍｍとし、
金属薄膜４Ｂを金とし、その長さを１００ｍｍとすることができる。また、金属（金）薄
膜４Ｂの厚さは、例えば４５ｎｍとすることができる。金属（金）薄膜４Ｂの厚さは、金
属の種類に応じて適切な厚みとされる。さらに、ＬＥＤ３としては、実測波長が６５４ｎ
ｍの赤色発光ダイオードを用いることができる。
【００３５】
　また、パイプライン１１に流す溶液としては、エチレングレコールのメタノール溶液を
用いることができる。この場合、試料１２はエチレングリコールのメタノール溶液となる
。エチレングリコールのメタノール溶液の屈折率と濃度とは相関関係があるため、エチレ
ングリコールのメタノール溶液の屈折率がわかれば、溶液中のエチレングリコール濃度を
求めることができる。
【００３６】
実施の形態２．
　次に、本発明の実施の形態２について説明する。
【００３７】
　本実施の形態では、屈折率測定装置１の構成は、図８に示すように、導波路部材４に代
えて、導波路部材１４を備えている点が、上記実施の形態１と異なる。具体的には、導波
路部材１４では、複数の側面４Ａａ，４Ａｂそれぞれに金属薄膜が形成されている。さら
に、側面４Ａａに形成される金属薄膜と、側面４Ａｂに形成される金属薄膜とでは、金属
の種類がそれぞれ異なっている。
【００３８】
　図８に示すように、導波路部材１４では、ガラス棒４Ａの側面４Ａａに金属（金）薄膜
４Ｂが形成されており、ガラス棒の側面４Ａｂに金属（アルミニウム）薄膜４Ｃが形成さ
れている。
【００３９】
　図９Ａに示すように、導波路部材１４に入射した光のうち、金属（金）薄膜４Ｂが形成
された側面４Ａａの光の入射面に平行な直線偏光成分は、その側面４Ａａに対してＰ偏光
となる。図９Ｂに示すように、このＰ偏光は、特定の入射角度で金属（金）薄膜４Ｂに入
射すると、表面プラズモン共鳴が発生し、反射光の強度が低下する。この成分の光を受光
部８で受光するには、図９Ｃに示すように、選択部７が偏光板６の向きをｚ軸方向とすれ
ばよい。
【００４０】
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　また、図１０Ａに示すように、導波路部材１４に入射した光のうち、金属（アルミニウ
ム）薄膜４Ｃが形成された側面４Ａｂの光の入射面に平行な直線偏光成分は、その側面４
Ａｂに対してＰ偏光となる。図１０Ｂに示すように、Ｐ偏光は、特定の入射角度で金属（
アルミニウム）薄膜４Ｃに入射すると、表面プラズモン共鳴が発生し、反射光の強度が低
下する。この成分の光を受光部８で受光するには、図１０Ｃに示すように、選択部７が偏
光板６の向きをｘ軸方向とすればよい。
【００４１】
　図１１Ａには、金属（金）薄膜４Ｂに対するＰ偏光の規格化透過光強度と屈折率との関
係が示されている。図１１Ａに示すように、金属（金）薄膜４Ｂに対するＰ偏光の光強度
は、試料１２の屈折率で大幅に変化する。また、図１１Ｂには、金属（アルミニウム）薄
膜４Ｃに対するＰ偏光の規格化透過光強度と屈折率との関係が示されている。図１１Ｂに
示すように、金属（アルミニウム）薄膜４Ｃに対するＰ偏光の光強度は、試料１２の屈折
率が大きくなるにつれて次第に低下しており、極端に低下する部分は存在しない。
【００４２】
　図１１Ａと図１１Ｂとを比較するとわかるように、金属（金）薄膜４Ｂに対するＰ偏光
は、狭い範囲で屈折率に対する感度が高い。これに対して、金属（アルミニウム）薄膜４
Ｃに対するＰ偏光では、試料１２の屈折率に対する感度が金属（金）薄膜４Ｂのそれに対
して低いものの、屈折率の広い範囲で、光強度が変化している。
【００４３】
　そこで、測定部１０は、金属（アルミニウム）薄膜４Ｃに対するＰ偏光の光強度の測定
結果に基づいて、試料１２の屈折率の範囲を絞り、さらに、金属（金）薄膜４Ｂに対する
Ｐ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料１２の屈折率を詳細に測定する。このように
すれば、試料１２の屈折率を広い測定範囲で、より正確に測定することが可能となる。
【００４４】
　本実施の形態では、側面４Ａａに形成される金属薄膜４Ｂと、側面４Ａｂに形成される
金属薄膜４Ｃとで、金属の種類（金／アルミニウム）を異なるものとした。しかしながら
、側面４Ａａに形成される金属薄膜と、側面４Ａｂに形成される金属薄膜とを、同じ種類
の金属とし、その膜厚を異なるようにしてもよい。
【００４５】
　膜厚を変更する例として、２ｍｍ角のガラス棒４Ａの側面４Ａａに３０ｎｍの膜厚で１
０ｃｍの長さの銀薄膜層（金属（金）薄膜４Ｂの代わりに設けられる金属薄膜）を形成す
るとともに、側面４Ａｂに７０ｎｍの膜厚で１０ｃｍの長さの銀薄膜層（金属（アルミニ
ウム）薄膜４Ｃの代わりに設けられる金属薄膜）を形成した。そして、受光部（フォトダ
イオード）８前に設置した偏光板６で偏光を選択し、応答面を選択した。
【００４６】
　この場合、７０ｎｍの銀薄膜に対するＰ偏光の受光結果では、図１７に示すような曲線
が得られ、屈折率１．３７４に最小値を有する結果が得られた。一方、Ｓ偏光、すなわち
３０ｎｍの銀薄膜に対するＰ偏光では、図１７に示すような曲線が得られ、屈折率１．３
９５に最小値を有する結果が得られた。このように、同種の金属でも膜厚を変えることで
応答を変えることができる。
【００４７】
実施の形態３．
　次に、本発明の実施の形態３について説明する。
【００４８】
　本実施の形態では、図１２に示すように、屈折率測定装置１の構成は、導波路部材４に
代えて、導波路部材２４を備えている点が、上記実施の形態１と異なる。具体的には、導
波路部材２４は、導波路部材４と同様に、複数の側面を有している。さらに、導波路部材
２４は、金属薄膜が形成された長手方向に関する位置が側面毎に異なっている。
【００４９】
　図１２に示すように、導波路部材２４では、ガラス棒４Ａの側面４Ａａの長手方向中心
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よりも－ｙ側の部分に金属薄膜４Ｂ１が形成されており、ガラス棒４Ａの側面４Ａｂにお
ける長手方向中心よりも＋ｙ側の部分には金属薄膜４Ｃ１が形成されている。すなわち、
導波路部材２４では、金属薄膜４Ｂ１，４Ｃ１が、隣り合う２つの側面に位置をずらして
真空蒸着により形成される。測定部１０は、金属薄膜４Ｂ１に対するＰ偏光の光強度と、
金属薄膜４Ｃ１に対するＰ偏光の光強度との測定を行う。このようにすれば、各測定結果
の組み合わせで、試料１２の屈折率に加え、試料１２の位置情報を測定することができる
。
【００５０】
　導波路部材２４は、試料１２を含む溶液（溶媒）で満たされているものとする。例えば
、図１３Ａに示すように、金属薄膜４Ｂ１，４Ｃ１上に試料１２がなく、溶媒だけ存在す
る状態を、状態Ａとする。また、金属薄膜４Ｂ１の上に試料１２が存在し、金属薄膜４Ｃ
１の上には溶媒だけ存在する状態を、状態Ｂとする。また、金属薄膜４Ｂ１の上には溶媒
だけ存在し、金属薄膜４Ｃ１の上には試料１２が存在する状態を、状態Ｃとする。さらに
、金属薄膜４Ｂ１，４Ｃ１の上に試料１２が存在し、導波路部材２４を覆った状態を、状
態Ｄとする。
【００５１】
　図１４には、状態Ａ乃至Ｄでの金属薄膜４Ｂ１に対するＰ偏光の光強度の応答と、金属
薄膜４Ｃ１に対するＰ偏光の光強度の応答とが示されている。図１４に示すように、状態
Ａでは、金属薄膜４Ｂ１も、金属薄膜４Ｃ１についても応答（光強度の低下）がない。ま
た、状態Ｂでは、金属薄膜４Ｂ１について応答が現れ、金属薄膜４Ｃ１については応答が
ない。また、状態Ｃでは、金属薄膜４Ｂ１では応答がなく、金属薄膜４Ｃ１について応答
が現れる。また、状態Ｄは、金属薄膜４Ｂ１及び金属薄膜４Ｃ１の両方に応答が現れる。
【００５２】
　したがって、測定部１０は、このような金属薄膜４Ｂ１に対するＰ偏光の光強度の応答
測と、金属薄膜４Ｃ１に対するＰ偏光の光強度の応答とに基づいて、状態Ａ～Ｄのうち、
いずれの状態であるかを判定することにより、試料１２の屈折率に加え、試料１２の位置
情報も検出することができる。
【００５３】
　ここで、パイプライン１１内に固定した２ｍｍ角のガラス棒４Ａの側面４Ａａ，４Ａｂ
に、３ｃｍの長さで厚さ４５ｎｍの金属（金）薄膜４Ｂ１，４Ｃ１を形成した。金属（金
）薄膜４Ｂ１と金属（金）薄膜４Ｃ１との間は３ｃｍとした。そして、このガラス棒４Ａ
を用いて、受光部８の前に設置した偏光板６で偏光を選択しつつ、試料１２として０～３
０％のエタノール水溶液を金属（金）薄膜４Ｂ１側からパイプライン１１に流したときの
応答の変化を測定した。
【００５４】
　図１８では、この応答の変化が示されている。図１８には、Ｐ偏光（金属（金）薄膜４
Ｂ１に対するＰ偏光）の受光結果と、Ｓ偏光（金属（金）薄膜４Ｃ１に対するＰ偏光）の
受光結果とが示されている。図１８に示すように、Ｐ偏光及びＳ偏光ともに、エタノール
水溶液の濃度が上がれば上がるほど、規格化透過光強度が低下している。
【００５５】
　図１９では、２０％から３０％にエタノール溶液の濃度を変えた時間Ｔ（図１８参照）
における応答の変化を拡大して示している。図１９に示すように、エタノールの濃度が２
０％から３０％へ変化する間に、状態Ａ（図１３Ａ，図１４）から、状態Ｂ（図１３Ｂ，
図１４）に遷移し、さらに状態Ｄ（図１３Ｄ，図１４）に遷移していることが示されてい
る。
【００５６】
　なお、本実施の形態では、２つの側面４Ａａ，４Ａｂに形成する金属薄膜の金属を同じ
種類（金）としたが、本発明はこれには限られず、側面毎に異なる金属を用いるようにし
てもよい。また、側面毎に、金属薄膜の膜厚や長さを変えるようにしてもよい。
【００５７】
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実施の形態４．
　次に、本発明の実施の形態４について説明する。
【００５８】
　本実施の形態では、図１５に示すように、屈折率測定装置１の構成は、導波路部材４に
代えて、導波路部材３４を備えている点が、上記実施の形態１と異なる。具体的には、導
波路部材３４では、面積がそれぞれ異なる複数の金属薄膜が、長手方向に沿って形成され
ている。
【００５９】
　屈折率が同一である試料１２に対する屈折率測定装置１の応答の変化量（規格化透過光
強度の変化量）は、蒸着している金属の面積に比例すると考えられる。そこで、本実施の
形態では、図１５に示すように、ガラス棒４Ａの側面４Ａａの長手方向に、複数の金属薄
膜４Ｂ１，４Ｂ２，４Ｂ３を設け、金属薄膜４Ｂ１，４Ｂ２，４Ｂ３の蒸着面積に、１：
２：４（面積比が２の乗数となる）というように差を付け、測定部１０で、応答（光強度
）の変化量の比を取ることで試料１２の位置情報を検出する。なお、本実施の形態では、
ガラス棒４Ａの側面４Ａｂの長手方向にも金属薄膜４Ｃ１，４Ｃ２，４Ｃ３が設けられて
いる。金属薄膜４Ｃ１，４Ｃ２，４Ｃ３は、同じ面積で、蒸着により形成されている。金
属薄膜４Ｂ１と金属薄膜４Ｃ１との面積比は４：２であり、金属薄膜４Ｂ２と金属薄膜４
Ｃ２との面積比は８：２であり、金属薄膜４Ｂ３と金属薄膜４Ｃ３との面積比は１６：２
である。
【００６０】
　ここで、図１６Ａに示すように、金属薄膜４Ｂ１，４Ｃ１の周囲にのみ試料１２が存在
している状態を、状態Ａとする。また、図１６Ｂに示すように、金属薄膜４Ｂ１，４Ｃ１
の周囲及び金属薄膜４Ｂ２，４Ｃ２の周囲に試料１２が存在している状態を、状態Ｂとす
る。また、図１６Ｃに示すように、金属薄膜４Ｂ２，４Ｃ２の周囲及び金属薄膜４Ｂ３，
４Ｃ３の周囲に試料１２が存在している状態を、状態Ｃとする。また、図１６Ｄに示すよ
うに、金属薄膜４Ｂ３，４Ｃ３の周囲にのみ試料１２が存在している状態を、状態Ｄとす
る。
【００６１】
　状態Ａの場合、側面４Ａａに対するＰ偏光の光強度と、側面４Ａｂに対するＰ偏光の光
強度との変化量の比は、４：２（＝２：１）となる。また、状態Ｂの場合、側面４Ａａに
対するＰ偏光の光強度と、側面４Ａｂに対するＰ偏光の光強度との変化量の比は、１２：
４（＝３：１）となる。また、状態Ｃの場合、側面４Ａａに対するＰ偏光の光強度と、側
面４Ａｂに対するＰ偏光の光強度との変化量の比は、２４：４（＝６：１）となる。さら
に、状態Ｄの場合、側面４Ａａに対するＰ偏光の光強度と、側面４Ａｂに対するＰ偏光の
光強度との変化量の比は、１６：２（＝８：１）となる。
【００６２】
　このように、側面４Ａａに対するＰ偏光の光強度と、側面４Ａｂに対するＰ偏光の光強
度との変化量の比は、試料１２の存在する位置によって一意に決まる。このため、測定部
１０は、側面４Ａａに対するＰ偏光の光強度と、側面４Ａｂに対するＰ偏光の光強度との
変化量の比に基づいて、試料１２の位置情報を検出することができる。
【００６３】
　また、測定部１０は、側面４Ａａに対するＰ偏光の光強度の変化量又は側面４Ａｂに対
するＰ偏光の光強度の変化量を金属薄膜の面積で除算することで試料１２の屈折率を検出
することができる。従って、屈折率測定装置１を用いて、パイプライン１１内の溶液の反
応の追跡が可能となる。また、屈折率が温度でも変化することを利用して反応層中の異常
反応（温度変化）の監視を行うことができる他、屈折率測定装置１を様々な用途に利用す
ることができる。
【００６４】
　本実施の形態では、金属薄膜の面積を長手方向で変更したが、本発明はこれには限られ
ない。例えば、金属薄膜の種類、膜厚等を長手方向で変更するようにしてもよい。
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【００６５】
　以上詳細に説明したように、本実施の形態によれば、１本の導波路部材４だけで、表面
プラズモン共鳴現象の発生に関連する状態がそれぞれ異なる側面４Ａａ，４Ａｂで反射し
た光に基づく複数の測定結果を選択的に得ることができる。複数の測定結果には、側面４
Ａａ，４Ａｂの状態によって、外乱成分だけのものを含めたり、測定可能な屈折率の範囲
が異なるものを含めたり、試料１２等の位置情報を検出可能な情報を含めたりすることが
できる。したがって、複数の側面４Ａａ，４Ａｂ各々での測定結果を組み合わせれば、試
料１２の屈折率の測定精度を向上するとともに測定範囲を広げることができるうえ、試料
１２等の位置情報を検出することができる。
【００６６】
　なお、上記実施の形態では、導波路部材４の周方向で表面プラズモン共鳴現象の発生に
関連する側面４Ａａ，４Ａｂの状態が異なる場合について説明したが、本発明はこれには
限られない。導波路部材４の周方向には表面プラズモン共鳴現象の発生に関連する側面の
状態が均一であり、導波路部材４の長手方向にＰ偏光に対する応答が異なる金属薄膜が形
成された導波路部材を採用するようにしてもよい。
【００６７】
　上記実施の形態では、金属薄膜の金属を、金又は銀あるいはアルミニウムとしたが、本
発明はこれには限られない。金属薄膜の金属として銅を用いてもよい。ここで、金属は、
その用途に応じて適切に用いられる必要がある。例えば、銅は、腐食しやすく、硫化銅を
作りやすいので、硫化銅を作りやすい環境で用いるのは適切ではない。また、銀は、塩化
銀をつくりやすいので、塩化銀を作りやすい環境で用いるのは適切ではない。アルミニウ
ムは表面に薄いアルミナを形成しているが、酸やアルカリと反応して腐食するので、酸性
やアルカリ性の環境で用いるのは適切ではない。金は化合物を作りにくいので、反応しや
すい環境で用いる場合においても最適である。
【００６８】
　また、金属薄膜は、異なる金属から成る薄膜を積層したものであってもよい。
【００６９】
　また、上記実施の形態では、ＬＥＤ３として、例えば、赤色の発光ダイオードを用いた
。しかしながら、表面プラズモン共鳴現象が発生するのであれば、より短波長又は長波長
の光を発生させるＬＥＤを用いるようにしてもよい。
【００７０】
　ここで、金属薄膜と光の波長との関係についてまとめる。このような関係が、金属薄膜
の種類、光の波長を選択するうえで重要な要素となる。
（１）金の場合
・赤色、赤外線発光ダイオードを用いた場合、広い膜厚の範囲で良好な応答が得られる。
・波長による最小値屈折率の変化が非常に大きい。この変化は、膜厚が厚い方が顕著にな
る。
・短波長の光では、表面プラズモン共鳴現象は得られにくい。
（２）銀の場合
・金と比較して、応答が大きい。
・波長による最小値屈折率の変化が小さい。
・緑色ＬＥＤでも応答（表面プラズモン共鳴現象）が見られた。
（３）アルミニウムの場合
・金、銀と比較して、広い屈折率範囲でなだらかに透過光強度が変化する。すなわち透過
光強度の感度が小さい。
・光強度の落ち込みと最小値の屈折率は、波長、膜厚が変わってもそれほど変化しない。
・短波長の光でも良好な応答を示す。
【００７１】
　また、ＬＥＤ３の光を、長波長から短波長まで広い波長帯域を含む光としてもよい。金
属の種類によって感度のある屈折率は異なってくるので、本発明のように、導波路部材４
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の複数の側面各々に、異なる金属の薄膜を形成し、様々な波長の光を入射可能としておけ
ば、測定可能な屈折率の範囲を大幅に広げることが可能となる。
【００７２】
　多角形状のガラス棒は極めて製作し易く、使い捨ても可能である。このため、本発明は
、測定精度を向上したり測定範囲を広げたりするのを容易にするだけでなく、コンタミネ
ーションを防止するうえで好適である。
【００７３】
　また、金属薄膜の上に直鎖の高分子から成るスペーサを設け、さらにその上にフッ素樹
脂膜を選択膜として成膜するようにしてもよい。フッ素樹脂膜は分子サイズの穴が存在し
ており、揮発性物質を透過させる。例えば、日本酒等に含まれるアルコールを試料１２と
する場合、フッ素樹脂膜は、糖分や有機酸などを通さず、アルコール成分だけを金属薄膜
上に通す。したがって、スペーサ、フッ素樹脂膜を設けることにより、アルコール濃度を
正確に計測することができる。
【００７４】
　試料１２は、一般的には溶液（溶媒）中に含まれる成分となる。例えば、清酒、ワイン
等の酒のアルコールなどを試料１２とすることができる。また、エンジンオイル内に含ま
れるガソリンを試料１２とすることも可能である。
【００７５】
　また、偏光板６の代わりに偏光ビームスプリッタを配置して、偏光ビームスプリッタで
分割された光を別々の受光部８で受光してそれぞれの光強度を検出するようにしてもよい
。このようにすれば、側面が異なる２つの光強度を同時に検出することが可能となる。ま
た、偏光板６を回転させるなどの選択部７における駆動機構も不要となる。
【００７６】
　また、上記各実施の形態では、ガラス棒４Ａの断面を矩形（正方形）としたが、これに
は限られない。ガラス棒４Ａの断面形状は、長方形、菱形、台形であってもよい。また、
ガラス棒４Ａの断面形状は、３角形でもよいし、５角形以上の多角形であってもよい。法
線方向が異なる少なくとも２つの平板状の側面があればよいのであって、その他の側面は
曲面であってもよい。
【００７７】
　なお、側面同士の法線方向が直交していない側面同士では、一方の光強度の測定結果に
他方の光強度の測定結果の成分が混入する。この場合、測定部１０は、両側面の成す角度
での混入成分を算出し、一方の光強度の測定結果から算出した混入成分を差し引いて、差
し引いた値を、真の光強度として算出するようにすればよい。
【００７８】
　また、金属薄膜が形成された側面に対向する側面に金属薄膜を形成するようにしてもよ
い。
【００７９】
　この発明は、この発明の広義の精神と範囲を逸脱することなく、様々な実施の形態及び
変形が可能とされるものである。また、上述した実施の形態は、この発明を説明するため
のものであり、この発明の範囲を限定するものではない。すなわち、この発明の範囲は、
実施の形態ではなく、特許請求の範囲によって示される。そして、特許請求の範囲内及び
それと同等の発明の意義の範囲内で施される様々な変形が、この発明の範囲内とみなされ
る。
【００８０】
　なお、本願については、２０１６年８月２９日に出願された日本国特許出願２０１６－
１６６５４４号を基礎とする優先権を主張し、本明細書中に日本国特許出願２０１６－１
６６５４４号の明細書、特許請求の範囲、図面全体を参照として取り込むものとする。
【産業上の利用可能性】
【００８１】
　本発明によれば、試料の屈折率の測定に利用することができる。例えば、焼酎の製造工
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程（蒸留、熟成、瓶詰め等）において、アルコール度数を測定する度数計に本発明を適用
することができる。
【符号の説明】
【００８２】
　１　屈折率測定装置、２　電源、３　発光ダイオード（ＬＥＤ）、４　導波路部材、４
Ａ　ガラス棒、４Ａａ，４Ａｂ　側面、４Ｂ，４Ｂ１，４Ｂ２，４Ｂ３　金属（金）薄膜
、４Ｃ　金属（アルミニウム）薄膜、４Ｃ１，４Ｃ２，４Ｃ３　金属（金）薄膜、５　レ
ンズ、６　偏光板、７　選択部、８　受光部、９　受光回路、９Ａ　コンデンサ、９Ｂ　
抵抗、１０　測定部、１１　パイプライン、１２　試料（測定対象）、１４，２４，３４
　導波路部材

【図１】

【図２】

【図３】

【図４Ａ】
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【図１６Ｄ】

【図１７】

【図１８】

【図１９】

【手続補正書】
【提出日】平成30年2月15日(2018.2.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　偏光方向が異なる複数の直線偏光成分を含む光を出射する投光部と、
前記投光部からの光を一端から入射し、入射した光に含まれる複数の直線偏光成分のいず
れかがＰ偏光となり、Ｐ偏光に対する応答がそれぞれ異なる一端から他端まで延びる平面
状の複数の側面を有し、入射した光を前記複数の側面各々で全反射させた後、他端から出
射する細長柱状の導波路部と、
　前記導波路部から出射された光における特定の方向の直線偏光成分を抽出する偏光フィ
ルタ部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出される光の直線偏光成分の偏光方向を選択する選択部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出された光の直線偏光成分の強度を検出する光強度検出部と、
　前記光強度検出部で検出された光強度に基づいて、試料の屈折率を測定する測定部と、
　を備え、
　前記複数の側面のうちの少なくとも１つの側面には、表面プラズモン共鳴現象を発生さ
せる金属薄膜が形成されている、
　屈折率測定装置。
【請求項２】
　前記導波路部は、
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　前記複数の側面として、金属薄膜が形成された第１の側面と、金属薄膜が形成されてい
ない第２の側面を有しており、
　前記測定部は、
　前記第１の側面に対応するＰ偏光を前記選択部で選択したときに前記光強度検出部で検
出された第１の光強度と、前記第２の側面に対応するＰ偏光を前記選択部で選択したとき
に前記光強度検出部で検出された第２の光強度とに基づいて、試料の屈折率を測定する、
　請求項１に記載の屈折率測定装置。
【請求項３】
　前記導波路部の前記複数の側面それぞれに形成された金属薄膜は、
　側面毎に金属の種類又は膜厚が異なり、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
する、
　請求項１に記載の屈折率測定装置。
【請求項４】
　前記導波路部では、
　前記金属薄膜が形成された長手方向に関する位置が側面毎に異なり、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
するとともに、試料の位置情報を検出する、
　請求項１に記載の屈折率測定装置。
【請求項５】
　前記導波路部では、
　面積がそれぞれ異なる複数の金属薄膜が、長手方向に沿って形成されており、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
するとともに、試料の位置情報を検出する、
　請求項１に記載の屈折率測定装置。
【請求項６】
　細長柱状で、入射した光に含まれる複数の直線偏光成分のいずれかがＰ偏光となり、Ｐ
偏光に対する応答がそれぞれ異なる一端から他端まで延びる平面状の複数の側面が設けら
れている細長柱状の導波路部材の一端から、偏光方向が異なる複数の直線偏光成分を含む
投光部からの光を入射して、前記複数の側面各々で全反射させた後、前記導波路部材の他
端から出射し、
　前記導波路部から出射された光における特定の方向の直線偏光成分
　を選択的に抽出しつつ、選択的に抽出された光の直線偏光成分の強度を検出し、
　検出された光強度に基づいて、試料の屈折率を測定する、
　屈折率測定方法。
【手続補正書】
【提出日】平成30年7月20日(2018.7.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
（削除）
【請求項２】
（削除）
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【請求項３】
　偏光方向が異なる複数の直線偏光成分を含む光を出射する投光部と、
　前記投光部からの光を一端から入射し、表面プラズモン共鳴現象を発生させる金属薄膜
が一部に形成された側面で全反射させた後、他端から出射する細長柱状の導波路部と、
　前記導波路部から出射された光における特定の方向の直線偏光成分を抽出する偏光フィ
ルタ部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出される光の直線偏光成分の偏光方向を選択する選択部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出された光の直線偏光成分の強度を検出する光強度検出部と、
　前記光強度検出部で検出された光強度に基づいて、試料の屈折率を測定する測定部と、
　を備え、
　前記導波路部には、
　入射した光に含まれる複数の直線偏光成分のいずれかがＰ偏光となり、Ｐ偏光に対する
応答がそれぞれ異なる平面状の複数の側面が形成されており、
　前記導波路部の前記複数の側面それぞれに形成された金属薄膜は、
　側面毎に金属の種類又は膜厚が異なり、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
する、
　屈折率測定装置。
【請求項４】
　偏光方向が異なる複数の直線偏光成分を含む光を出射する投光部と、
　前記投光部からの光を一端から入射し、表面プラズモン共鳴現象を発生させる金属薄膜
が一部に形成された側面で全反射させた後、他端から出射する細長柱状の導波路部と、
　前記導波路部から出射された光における特定の方向の直線偏光成分を抽出する偏光フィ
ルタ部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出される光の直線偏光成分の偏光方向を選択する選択部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出された光の直線偏光成分の強度を検出する光強度検出部と、
　前記光強度検出部で検出された光強度に基づいて、試料の屈折率を測定する測定部と、
　を備え、
　前記導波路部には、
　入射した光に含まれる複数の直線偏光成分のいずれかがＰ偏光となり、Ｐ偏光に対する
応答がそれぞれ異なる平面状の複数の側面が形成されており、
　前記導波路部では、
　前記金属薄膜が形成された長手方向に関する位置が側面毎に異なり、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
するとともに、試料の位置情報を検出する、
　屈折率測定装置。
【請求項５】
　偏光方向が異なる複数の直線偏光成分を含む光を出射する投光部と、
　前記投光部からの光を一端から入射し、表面プラズモン共鳴現象を発生させる金属薄膜
が一部に形成された側面で全反射させた後、他端から出射する細長柱状の導波路部と、
　前記導波路部から出射された光における特定の方向の直線偏光成分を抽出する偏光フィ
ルタ部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出される光の直線偏光成分の偏光方向を選択する選択部と、
　前記偏光フィルタ部で抽出された光の直線偏光成分の強度を検出する光強度検出部と、
　前記光強度検出部で検出された光強度に基づいて、試料の屈折率を測定する測定部と、
　を備え、
　前記導波路部には、
　入射した光に含まれる複数の直線偏光成分のいずれかがＰ偏光となり、Ｐ偏光に対する
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応答がそれぞれ異なる平面状の複数の側面が形成されており、
　前記導波路部では、
　面積がそれぞれ異なる複数の金属薄膜が、長手方向に沿って形成されており、
　前記測定部は、
　複数の側面各々に対応するＰ偏光の光強度の測定結果に基づいて、試料の屈折率を測定
するとともに、試料の位置情報を検出する、
　屈折率測定装置。



(22) JP WO2018/043194 A1 2018.3.8

10

20

30

40

【国際調査報告】



(23) JP WO2018/043194 A1 2018.3.8

10

20

30

40



(24) JP WO2018/043194 A1 2018.3.8

10

20

30

40



(25) JP WO2018/043194 A1 2018.3.8

10

20

30

40



(26) JP WO2018/043194 A1 2018.3.8

10

フロントページの続き

(81)指定国・地域　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,ST,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,T
J,TM),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,R
O,RS,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,
BA,BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DJ,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,G
T,HN,HR,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JO,JP,KE,KG,KH,KN,KP,KR,KW,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX
,MY,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,
TN,TR,TT

(72)発明者  満塩　勝
            鹿児島県鹿児島市郡元一丁目２１番２４号　国立大学法人　鹿児島大学内
Ｆターム(参考) 2G059 AA02  BB04  DD12  EE02  EE04  EE05  GG02  HH02  HH06  JJ17 
　　　　 　　        JJ30  KK01  MM01  PP04 

（注）この公表は、国際事務局（ＷＩＰＯ）により国際公開された公報を基に作成したものである。なおこの公表に
係る日本語特許出願（日本語実用新案登録出願）の国際公開の効果は、特許法第１８４条の１０第１項(実用新案法 
第４８条の１３第２項）により生ずるものであり、本掲載とは関係ありません。


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	written-amendment
	search-report
	overflow

